
別紙（10－3）

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名 国の公安の維持

評価方式 実績評価 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号 ⑤

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
11,918,598 12,683,024 12,917,480 13,011,035

補 正 予 算 （ 千 円 ）
178,641 129,898 143,642

12,970,565

＜112,061,442＞ ＜110,699,410＞ ＜116,981,772＞ ＜125,096,438＞ ＜130,769,872＞

＜43,059,215＞ ＜10,680,342＞ ＜10,583,225＞

＜13,567,467＞ ＜12,116,438＞ ＜9,773,369＞

＜168,688,124＞ ＜133,496,190＞ ＜137,338,366＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
99,225 88,231 0

＜147,774,059＞ ＜116,879,296＞ ＜121,094,872＞

計（千円）
12,196,464 12,901,153 13,061,122

既存の施策を引き続き推進すべきであるとされた政策評価結果を踏まえ、重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処、災害への的確な対処、対日有
害活動、国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処に必要な経費を概算要求した。

執行額（千円）
11,936,823 12,697,089 12,862,578

政策評価結果の概算要求
への反映状況



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 警察庁

● 2 一般 警察庁

＜ ＞ ＜ ＞

○ 1 一般 警察庁 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 一般 警察庁 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3
東日本大震
災復興特別

警察庁 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4
東日本大震
災復興特別

警察庁 ＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 国の公安の維持 ⑤

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
28年度

当初予算額
29年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

警備警察費 国の公安の維持に必要な経費 12,309,624 12,266,336

皇宮警察本部 護衛・警備に必要な経費 701,411 704,229

小計
13,011,035 12,970,565

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

科学警察研究所 研究・鑑定等に必要な経費 810,664 1,010,448

警察活動基盤整備費 警察活動基盤の整備に必要な経費 122,975,439 128,806,718

治安復興事業費 警察活動基盤の整備に必要な経費 570,813 341,795

治安復興政策費 警察活動基盤の整備に必要な経費 739,522 610,911

小計 ＜125,096,438＞ の内数 ＜130,769,872＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
13,011,035 12,970,565

＜125,096,438＞ の内数 ＜130,769,872＞ の内数

の内数 の内数



別紙（10-3）

【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑤
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増減

政策評価調書（個別票3）

政策名 国の公安の維持

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容

合計



基準年 達成年 項目 23年 24年 25年 26年 27年
23～27年
（平均）

28年

①
治安警備及び警衛・警護の実施
状況（事例）

28年

1件 10件 1件 0件 1件 3件

2人 7人 2人 0人 1人 2人

30件 30件 26件 14件 22件 24件

78人 31人 36人 15人 28人 38人

1,639件 1,733件 1,583件 1,588件 1,485件 1,606件

1,713人 1,824人 1,643人 1,654人 1,527人 1,672人

0件 2件 1件 0件 0件 1件

0人 2人 1人 0人 0人 1人

項目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
23～27年度
（平均）

28年度

国民保護（化学
テロ対処等）図
上訓練（回）

8 5 9 9 12 9

国民保護実動
訓練（回）

3 6 3 4 3 4

自衛隊との共
同図上訓練
（回）

3 1 2 0 0 1

自衛隊との共
同実動訓練
（回）

21 30 37 37 38 33

海上保安庁と
の共同訓練
（回）

15 12 27 24 33 22

②
重大テロ事案
等の発生件数
（件）

0 0 0 0 0 0

重大テロ事案等の対処に係る各種訓練の実施件数①

重大テロ事案等の発生件数

28年

重大テロ事案等の対処に係る各種訓練の実施件数は、重大テロ事案等の予
防鎮圧に向けた取組の推進状況を測る一つの指標となる。

年度（年）ごとの実績値

重大テロ事案等の発生件数は、重大テロ事案等の予防鎮圧に向けた取組の
推進状況を測る一つの指標となる。

治安警備及び警衛・警護の実施状況は、重大テロ事案等の予防鎮圧に向け
た取組の推進状況を測る一つの指標となるため。

参考指標の考え方参考指標

右翼による「テ
ロ、ゲリラ」事
件検挙件数・検
挙人員(注５)

主要警備対象勢力（注３）に係る
犯罪の検挙件数及び検挙人員

②

オウム真理教
に係る事件検
挙件数・検挙人
員（注４）
極左暴力集団
に係る事件検
挙件数・検挙人
員

右翼関係事件
検挙件数・検挙
人員

主要警備対象勢力による違法事案への対処の状況は、警備犯罪の取締りの
推進状況を測る一つの指標となるため。

主要警備対象勢力による違法事案の取締
りを推進する。

23～27年

国の公安の維持

国内外の情勢に応じた警備措置を行い、
警備対象の安全を確保する。

注３　警備犯罪を行い、又は行うおそれのある主要な対象
注４　24年のオウム真理教に係る事件検挙件数・検挙人員のうち、信者勧誘に伴う詐欺事件（１件３人）については無罪が確定した。
注５　右翼関係事件検挙件数・検挙人員の内数である。

年ごとの実績値・施策の推進状況（実績）

平成28年度実績評価計画書（政策評価の事前分析表）

基本目標 政策評価実施予定時期 29年７月頃

業績指標

基本目標５　業績目標１

的確な警備措置を講ずることにより、重大テロ事案等（注１）を含む警備犯罪（注２）の予防鎮圧を図るとともに、その取締りを的確に実施する。（業績目標３に係る部分を除く。）
注１：国民の生命、身体及び財産に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがあるテロリズム及び過激な反グローバリズム運動に伴う大規模暴動等
注２：国の公安又は利益に係る犯罪、警備実施に関連する犯罪その他各種の社会運動に伴う犯罪

政策所管課国の公安の維持 警備企画課・公安課・警備課・外事課

業績目標
政策体系上の
位置付け

達成目標

業績目標の説明

目標設定の考え方及び根拠

重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処

（別記様式第１号）
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治安警備実施
件数（件）

7,260 10,128 11,095 12,071 12,874 10,686

警衛実施件数
（件）

4,613 4,955 4,134 4,245 4,099 4,409

警護実施件数
（件）

19,880 20,111 20,856 17,717 18,956 19,504

項目 23年 24年 25年 26年 27年
23～27年
（平均）

28年

3,183件 2,786件 3,773件 4,531件 3,491件 3,553件

2,841人 2,579人 3,430人 4,126人 2,824人 3160人

1件 0件 0人 1件 0件 1件

2人 0人 0人 2人 0人 1人

入管法第65条
の適用人員
（人）

839 593 653 509 569 633

不法残留者数
（注７）（人）

67,065 62,009 59,061 60,007 62,818 62,192

入国管理局と
の合同摘発人
員（人）

3,758 3,040 2,329 1,777 1,815 2,544

26年度 27年度 事業番号

(1) 重要施設等の警戒警備
参①・参
②

48
49
50
51

(2)
重大テロ事案等対処に係る各種
訓練

参①・参
②

48
50

(3) 大規模警衛・警護警備 ①・参③
48
50
51

(4)
関係機関との情報交換等の連
携

参②
８
48
50

(5)
主要警備対象勢力による違法
事案の取締り等

②
48
50
53

(6) 不法滞在者等の取締り等 参④
48
50

不法滞在者等の検挙件数及び検挙人員並びに不法残留者数は、警備犯罪の
取締りの推進状況を測る一つの指標となる。

集団密航事件
検挙件数・検挙
人員

注６　「入管法違反送致件数・送致人員」は、日本人が被疑者である事件を含む。
注７　法務省の公表による（各年の数字はその翌年の１月１日現在のもの）。ただし、24年度実績評価計画書では、「不法滞在者数」を参考指標として掲げていたが、法務省の統計数値発表内容の変更に伴い、「不法残留者数」を記載。

28年度
概算要求額

達成手段
（開始年度）

補正後予算額（執行額）

合同摘発や情報交換等、法務省入国管理局等の関係機関との連携を強化し、不法滞在者等の取締りを推進する。

基本目標に関係する予算額等

事業名

焦点
情報収集・分析機能の強化等

焦点
千葉県警察成田国際空港警備隊費
情報収集・分析機能の強化等
皇宮警察本部

基本目標に関係する予算額等は、26年度執行額12,697,089千円〈116,879,296千円〉、27年度当初予算額12,917,480千円〈116,981,772千円〉、28年度政府予算案13,011,035千円（125,096,438千円）であった（警備警察費及び皇宮警察本部
（うち護衛・警備に必要な経費）、〈〉内は複数の政策にわたる経費）。

関連する
業績指標

重大テロ事案等の発生時において迅速かつ的確な対処を行い、被害の最小化を図るため、関係機関との共同訓練等の各種
訓練を実施する。

③

入管法違反送
致件数・送致人
員(注６)

不法滞在者等の検挙件数及び検挙人員並びに不法残留者数④

治安警備及び警衛・警護実施件数は、重大テロ事案等の予防鎮圧に向けた
取組の推進状況を測る一つの指標となる。

治安警備及び警衛・警護実施件数

―

達成手段の概要等

厳しい国際テロ情勢を踏まえ、原子力関連施設、首相官邸等の我が国の重要施設、米国関連施設、鉄道等の公共交通機関
等の警戒警備を情勢に応じ適切に実施し、重大テロ等の発生を予防鎮圧する。

28年行政事業レビュー

警備事象や情勢等に応じた適切な警備体制を確立して的確な警衛・警護警備を実施し、警備対象の安全を確保する。

重大テロや武力攻撃事態等の緊急対処事態に至った場合に、関係機関・団体と連携し、住民の避難等の措置を適切に講じ
るため、内閣官房、自治体、消防、自衛隊等と平素から情報を共有するなど、緊密な連携を図る。

オウム真理教については、教団信者による組織的違法行為に対する厳正な取締りを推進するとともに、無差別大量殺人行
為を再び起こさせないため、関係機関と連携して実態解明に努める。極左暴力集団については、潜在的な違法行為に対する
捜査を通じ、「テロ、ゲリラ」事件の未然防止や違法な調査活動等の非公然・非合法活動の摘発に努める。右翼については、
銃器犯罪や資金獲得を目的とした犯罪の検挙を通じ、テロ等重大事件の未然防止を図るとともに、市民の平穏な生活に支障
を与える悪質な街頭宣伝活動に対して、様々な法令を適用して事件検挙に努める。

焦点
情報収集・分析機能の強化等

焦点
情報収集・分析機能の強化等
皇宮警察本部

衛星回線契約役務
焦点
情報収集・分析機能の強化等

焦点
情報収集・分析機能の強化等
インターネット・オシントセンター（仮称）の設置
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○　「パリにおける連続テロ事案等を受けたテロ対策の強化・加速化等について」（27年12月４日国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部決定）
　Ⅰ　各種テロ対策の強化・加速化
　　２　水際対策の強化
　　３　重要施設・ソフトターゲット対策等の警戒警備及びテロ対処能力の強化
　　４　官民一体となったテロ対策の推進

業績目標に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

○　「邦人殺害テロ事件等を受けたテロ対策の強化について」（27年5月29日国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部決定）
　　３　水際対策の強化
　　４　重要施設等の警戒警備及びテロ対処能力の強化
　　５　官民一体となったテロ対策の推進

○　「「世界一安全な日本」創造戦略」（25年12月10日閣議決定）
　Ⅲ　戦略の内容
　　　２　Ｇ８サミット、オリンピック等を見据えたテロ対策・カウンターインテリジェンス等
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基準年 達成年

①
災害への対処に係る関係機関と
の合同訓練の実施状況（各種訓
練の実施件数及び事例）

23～27
年度

28年度

②
災害警備活動の実施状況
（事例）

28年度

①

地震 計
地
震

計
地
震

計
地
震

計
地
震

計
地
震

計

1 3 0 2 2 3 2 2 3 4

死者
（人）

15,896 16,002 2 5 0 47 0 12 0 9

行方不明
者（人）

2,562 2,579 0 0 0 4 0 2 0 0

負傷者
（人）

6,303 7,029 36 314 63 378 99 427 21 362

3,531,908 3,569,380 369 5,592 615 16,961 2,957 14,485 98 20,598

広島
土砂
災害
（８
月）

長野
北部
地震
（11
月）

9,231 226484 9 138 204 1,128

警察災害派遣隊の事案ごとの出動延べ人員は災害への
的確な対処に向けた取組の推進状況を測る参考指標と
なる。

出動事案 台風第12号(９月)

新潟県魚
沼市にお
けるトンネ
ル内爆発
事故（５
月）

九州北
部豪雨
(７月)

７月26日からの
大雨（７月）

御嶽
山噴
火（９
月）

警察災害派遣隊の事案ごとの出動延べ人員

項目 23年度

2,997

②

出動延べ人員
（人）（注６）

37,472 5,223 16,346 11,528 20,500

※　地震の欄の数値には、地震によって発生した津波に係る数値も含む。

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

27年９月関東・東
北豪雨(９月)

出動延べ人員
（人）（注７）

17 0 4 2 0
人的
被害

106 3 47 12 9

726 278 315 328 341

24,507

災害種別ごとの発生件数、人的被害及び警察官の出動
延べ人員は、災害への的確な対処に向けた取組の推進
状況を測る参考指標となる。

災害種別ごとの発生件数、人的被害及び警察官の出動延べ人員

台風 台風 台風 台風

災害警備活動に伴う警察官の出動延べ人員数
警察官の出動
延べ人員（人）
(注３)(注４)

3,579,211 23,893 28,940 67,819

台風 台風

件数（件）(注５) 2 2 1 0 1

参考指標
年（年度）ごとの実績値

参考指標の考え方
項目 23年 24年 25年 26年 27年 28年

関係機関との合同訓練の実施状況は、災害への的確な
対処に向けた取組の推進状況を測る一つの指標となる
ため。

注１　東日本大震災により東北管区警察局での訓練が中止となった。
注２　大雨対応により中部管区警察局での訓練が中止となった。

災害の発生に際し、被害の最小化に
向けた災害警備活動を推進する。

災害警備活動の実施状況は、災害への的確な対処に向
けた取組の推進状況を測る一つの指標となるため。

28年度

関係機関との合同訓練の実施によ
り、災害への的確な対処に向けた取
組を推進する。

管区広域緊急
援助隊合同警
備訓練等での
自衛隊等関係
機関との合同
訓練の回数
（回）

７（注１） ８ ７(注２) ８ ８

業績指標 達成目標

年度ごとの実績値・施策の推進状況（実績）

目標設定の考え方及び根拠
項目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

業績目標 災害への的確な対処
政策体系上の
位置付け

国の公安の維持

業績目標の説明 的確な警備措置を講ずることにより、災害の発生に伴う被害の最小化等を図る。

平成28年度実績評価計画書（政策評価の事前分析表）

基本目標５　業績目標２

基本目標 国の公安の維持 政策所管課 警備課 政策評価実施予定時期 29年７月頃

（別記様式第１号）
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26年度 27年度 事業番号

(1) 災害警備活動
②・参①・
参②

8
48

(2) 災害対策用資機材の整備
②・参①・
参②

48

(3)
災害への対処に係る関係機関と
の合同訓練

① 48

(4) 関係機関との情報交換等の連携 ① 48

注３　台風、大雨、強風、高潮、地震及び津波による被害発生に伴い災害警備活動に従事した都道府県警察の警察官（現場臨場したものに限る）の延べ数
注４　年をまたぐ出動については、災害が発生した年に人員を計上（東日本大震災における出動延べ人員は、地震及び津波が発生した23年に計上）
注５　件数は、警察庁において警備連絡室以上の警備本部等を設置した数
注６　「災害警備活動に伴う警察官の出動延べ人員」の注釈を参照
注７　24年度までは広域緊急援助隊出動延べ人員の数（警察災害派遣隊は24年５月に設置されたものであるため。）

達成手段
（開始年度）

基本目標に関係する予算額等
基本目標に関係する予算額等は、26年度執行額12,697,089千円〈116,879,296千円〉、27年度当初予算額12,917,480千円〈116,981,772千円〉、28年度政府予算案13,011,035千円（125,096,438千円）であった（警備警察費及び皇宮警察本部（うち護
衛・警備に必要な経費）、〈〉内は複数の政策にわたる経費）。

業績目標に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

○　第190回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説(28年１月)
　２　地方創生への挑戦

○　「防災基本計画」（27年７月中央防災会議決定）
　我が国の風土は、地震、津波、暴風、竜巻、豪雨、地滑り、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、火山噴火、豪雪など極めて多種の自然災害が発生しやすい自然条件下に位置する。また、社会・産業の高度化、複雑化、多様化に伴い、海上災害、航
空災害、鉄道災害、道路災害、原子力災害、危険物等災害、大規模な火事災害、林野火災など大規模な事故による被害（事故災害）についても防災対策の一層の充実強化が求められている。

事業名

―

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、関係都道府県警察は所要の体制を確立して、被害の最小化に向けた災害警備活動
を推進する。

衛星回線契約役務
焦点

災害発生時に対処に当たる広域緊急援助隊等の装備資機材等の充実により、災害の発生に際し被害の最小化に向けた災害警備活
動を推進する。

焦点

全国の都道府県警察における各種実戦的訓練の実施により、災害対処能力を充実強化し、災害への的確な対処に向けた取組を推進
する。

焦点

災害発生時の対処等について、関係機関との情報交換を行うなど、緊密な連携を図ることで、災害への的確な対処に向けた取組を推
進する。

焦点

補正後予算額（執行額）
28年度

概算要求額
関連する
業績指標

達成手段の概要等

28年行政事業レビュー

30



基準年 達成年 項目 23年 24年 25年 26年 27年
23～27年
（平均）

28年

①
国内外の関係機関との情報交
換等の連携状況（事例）

28年

②

北朝鮮による拉致容疑事案、大
量破壊兵器関連物資等の不正
輸出事案等対日有害活動に係
る事案への取組状況（事例）

28年

項目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
23～27年度

（平均）
28年度

①
国際テロの発
生件数（件）

0 0 0 0 0 0

②

26年度 27年度 事業番号

(1) 官邸、関係機関等との連携
①・②・参
①・参②

48
50
54

(2)
外国治安情報機関等との情報
交換

①・②・参
①・参②

48
50
54

(3) 情報収集・分析機能の強化
①・②・参
①・参②

48
50
53
54
55
56

海外における国際テロの発生状況（事例） ―
海外における国際テロの発生状況は、国際テロ等の未然防止に向けた取組を
めぐる社会情勢を把握する際の参考指標となる。

焦点
情報収集・分析機能の強化等
インターネット・オシントセンター（仮称）の設置
ラヂオプレスニュース速報受信
国際テロ対策データベースシステム
国際テロ捜査情報分析支援装置維持費

焦点
情報収集・分析機能の強化等
ラヂオプレスニュース速報受信

基本目標に関係する予算額等は、26年度執行額12,697,089千円〈116,879,296千円〉、27年度当初予算額12,917,480千円〈116,981,772千円〉、28年度政府予算案13,011,035千円（125,096,438千円）であった（警備警察費及び皇宮警察本部
（うち護衛・警備に必要な経費）、〈〉内は複数の政策にわたる経費）。

事業名

28年度
概算要求額

達成手段
（開始年度）

―

達成手段の概要等

内閣情報会議、合同情報会議等において、官邸、内閣官房等に対し政府の意思決定に資する情報の提供を行うことにより、
関係機関との連携を強化し、国際テロの未然防止、北朝鮮による拉致容疑事案や大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事
案等対日有害活動に対する取組の推進を図る。

28年行政事業レビュー

焦点
情報収集・分析機能の強化等
ラヂオプレスニュース速報受信

外事情報部長による外国治安情報機関等とのハイレベルかつ緊密な情報交換等に加え、実務担当者による情報交換等を実
施することにより、関係機関との連携を強化し、国際テロの未然防止、北朝鮮による拉致容疑事案や大量破壊兵器関連物資
等の不正輸出事案等対日有害活動に対する取組の推進を図る。

平成28年度実績評価計画書（政策評価の事前分析表）

基本目標 政策評価実施予定時期 29年７月頃

業績指標

基本目標５　業績目標３

諜報事案、拉致容疑事案、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事案、国際テロ等に係る国内外の情報収集・分析機能を強化することにより、対日有害活動、国際テロ等の未然防止を図るとともに、これら事案に的確に対処する。

政策所管課国の公安の維持 外事課・国際テロリズム対策課

業績目標
政策体系上の

位置付け

国内における国際テロの発生件数

達成目標

業績目標の説明

対日有害活動、国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処 国の公安の維持

北朝鮮による拉致容疑事案、大量破壊兵
器関連物資等の不正輸出事案等対日有
害活動に対する取組を推進する。

年ごとの実績値・施策の推進状況（実績）

年度ごとの実績値

目標設定の考え方及び根拠

関係機関との連携強化の推進状況は、諜報・国際テロ等の未然防止に向けた
取組及びこれら事案への的確な対処の推進状況を測る一つの指標となるた
め。

国内外の機関との情報交換を始めとした
関係機関との連携を強化する。

北朝鮮による拉致容疑事案、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事案等の
対日有害活動に係る事案への取組状況は、これら事案に対する的確な対処
の推進状況を測る一つの指標となるため。

参考指標の考え方

国内における国際テロの発生件数は、国際テロの未然防止に向けた取組の
推進状況を測る参考指標となる。

参考指標

関連する
業績指標

補正後予算額（執行額）

外事課及び国際テロリズム対策課において、対日有害活動や国際テロ等に関連する情報の収集・分析体制の強化を図るこ
とにより、国際テロの未然防止、北朝鮮による拉致容疑事案や大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事案等対日有害活動
に対する取組の推進を図る。

基本目標に関係する予算額等

（別記様式第１号）
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○　「「世界一安全な日本」創造戦略」（25年12月10日閣議決定）
　Ⅲ　戦略の内容
　２　Ｇ８サミット、オリンピック等を見据えたテロ対策・カウンターインテリジェンス等

○　「パリにおける連続テロ事案等を受けたテロ対策の強化・加速化等について」（27年12月４日国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部決定）
　Ⅰ　各種テロ対策の強化・加速化
　　１　情報収集・分析等の強化
　　６　テロ対策協力のための国際協力の推進

業績目標に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

○　「邦人殺害テロ事件等を受けたテロ対策の強化について」（27年５月29日国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部決定）
　１　情報収集・分析等の強化
  ６　テロ対策協力のための国際協力の推進
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実績

22年 23年 24年 25年 26年
22～26年
（平均） 27年

1件 1件 10件 1件 0件 3件 1件

2人 2人 7人 2人 0人 3人 1人

29件 30件 30件 26件 14件 26件 22件

39人 78人 31人 36人 15人 40人 28人

○　「「世界一安全な日本」創造戦略」（25年12月10日閣議決定）
　Ⅲ　戦略の内容
　　　２　Ｇ８サミット、オリンピック等を見据えたテロ対策・カウンターインテリジェンス等

実績業績指標①

○　「邦人殺害テロ事件等を受けたテロ対策の強化について」（27年５月29日国際組織犯罪等・国際テロ対
策推進本部決定）
　　３　水際対策の強化
　　４　重要施設等の警戒警備及びテロ対処能力の強化
　　５　官民一体となったテロ対策の推進

○　「パリにおける連続テロ事案等を受けたテロ対策の強化・加速化等について」（27年12月４日国際組織
犯罪等・国際テロ対策推進本部決定）
　Ⅰ　各種テロ対策の強化・加速化
　　２　水際対策の強化
　　３　重要施設・ソフトターゲット等の警戒警備及びテロ対処能力の強化
　　４　官民一体となったテロ対策の推進

業績指標③

業績目標の説明

達成目標 　重大テロ事案等を未然に防止する。

28年度

治安警備及び警
衛・警護の実施状
況（事例）

○　第190回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説（28年１月）
  ４　より良い世界への挑戦

　各種訓練の実施、関係機関との連携の強化、治安警備及び警衛・警護の実施等、重
大テロ事案等の予防・鎮圧に向けた各種施策を推進した結果、国内における重大テロ
事案等の発生はなかった。

平成27年度実績評価書

基本目標 　国の公安の維持

　重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処

　的確な警備措置を講じることにより、重大テロ事案等（注１）を含む警備犯罪（注２）の予防・鎮圧を図ると
ともに、その取締りを的確に実施する。（業績目標３に係る部分を除く。）
注１：　国民の生命、身体及び財産に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがあるテロリズム及び過激な反グローバリズム運動に伴う大規模
暴動等
注２：　国の公安又は利益に係る犯罪、警備実施に関連する犯罪その他各種の社会運動に伴う犯罪

基本目標５　業績目標１

業績目標

99,225

＜43,059,215＞

合計（a＋b＋c）
12,196,464

＜168,688,124＞

執行額（千円）
11,936,823

＜147,774,059＞

基本目標に関係する
予算額・執行額等

区分 25年度 26年度 27年度

13,011,035

＜133,496,190＞

12,697,089

＜116,879,296＞

＜9,773,369＞

143,642

＜12,116,438＞

＜110,699,410＞ ＜116,981,772＞

129,898

※　上段には警備警察費及び皇宮警察本部費（うち護衛・警備に必要な経費）を、下段には複数の基本目標に係る共通経費を、それぞれ計上した。

繰越し等（c）

オウム真理教
に係る事件検
挙件数・検挙人
員（注４）

達成状況：◎

予算の
状況

（千円）

当初予算（a）
11,918,598 12,683,024 12,917,480

＜112,061,442＞

補正予算（b）
178,641

＜13,567,467＞

項目

＜125,096,438＞

88,231

＜10,680,342＞

12,901,153

業績指標

重大テロ事案等の
発生件数

達成状況：◎

極左暴力集団
に係る事件検
挙件数・検挙人
員

業績目標に関係する内閣
の重要政策（施政方針演
説等のうち主なもの）

基準

主要警備対象勢力
（注３）に係る犯罪
の検挙件数及び検
挙人員

業績指標② 実績

【事例１】
　27年度中、天皇皇后両陛下は、第66回全国植樹祭御臨場（５月、石川県）、第70回
国民体育大会御臨場（９月、和歌山県）、第35回全国豊かな海づくり大会御臨席 （10
月、富山県）等のため行幸啓になった。
   警察では、皇室と国民との親和に配意した警衛警備を実施し、御身辺の安全確保と
歓送迎者の雑踏事故防止を図った。

【事例２】
　27年度は、フィリピン大統領来日（６月）に伴う警護警備を実施したほか、安倍首相の
G７エルマウ・サミット出席に伴うドイツ訪問（６月）、G20アンタルヤ・サミット出席に伴う
トルコ訪問（11月）、APEC首脳会議出席に伴うフィリピン訪問（11月）等の警護警備に
際し、関係国の警察当局と緊密に連携して首相の身辺の安全を確保した。

　上記事例のほか、重要施設等の警戒警備については、国内外の諸情勢に応じて警
戒体制の見直しを図りながら継続して実施している。27年度中も、発生する事象、国内
外の諸情勢を踏まえた的確な警戒警備を実施した。

達成目標
　国内外の情勢に応じた警備措置を行い、警備対象の安全を確保す
る。
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1,667件 1,639件 1,733件 1,583件 1,588件 1,642件 1,485件

1,757人 1,713人 1,824人 1,643人 1,654人 1,718人 1,527人

0件 0件 2件 1件 0件 1件 0件

0人 0人 2人 1人 0人 1人 0人

実績

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
22～26年度

（平均） 27年度

6 8 5 9 9 7 12

3 3 6 3 4 4 3

3 3 1 2 0 2 0

10 21 30 37 37 27 38

3 15 12 27 24 16 33

実績

22年 23年 24年 25年 26年
22～26年
（平均） 27年

7,312 7,260 10,128 11,095 12,071 9,573 12,874

5,299 4,613 4,955 4,134 4,252 4,651 4,099

17,223 19,880 20,111 20,856 17,717 19,157 18,956

実績

22年 23年 24年 25年 26年
22～26年
（平均） 27年

4,048件 3,183件 2,786件 3,773件 4,531件 3,664件 3,491件

3,601人 2,841人 2,579人 3,430人 4,126人 3,315人 2,824人

2件 1件 0件 0件 1件 １件 0件

8人 2人 0人 0人 2人 ２人 0人

1,630人 839人 593人 653人 509人 845人 569人

78,488人 67,065人 62,009人 59,061人 60,007人 65,326人 62,818人

5,426人 3,758人 3,040人 2,329人 1,777人 3,266人 1,815人

（28年４月警備企画課・警備課作成）

（28年４月警備課作成）

（28年４月外事課作成）

（28年４月公安課作成）

重大テロ事案等の
対処に係る各種訓
練の実施件数

注７：　法務省の公表による（各年の数字はその翌年の１月１日現在のもの）。

集団密航事件
検挙件数・検挙
人員

項目

入管法違反送
致件数・送致人
員(注６)

入管法第65条
の適用人員

参考指標① 基準

基準

警護実施件数
（件）

項目

治安警備実施
件数（件）

警衛実施件数
（件）

不法滞在者等の検
挙件数及び検挙人
員並びに不法残留
者数

国民保護実動
訓練（回）

自衛隊との共
同図上訓練
（回）

不法残留者数
（注７）

入国管理局と
の合同摘発人
員

項目

参考指標③

注４：　24年のオウム真理教に係る事件検挙件数・検挙人員のうち、信者勧誘に伴う詐欺事件（１件３人）について
は無罪が確定した。

国民保護（化学
テロ対処等）図
上訓練（回）

治安警備及び警
衛・警護実施件数

右翼関係事件
検挙件数・検挙
人員

注５：　右翼関係事件検挙件数・検挙人員の内数である。

自衛隊との共
同実動訓練
（回）

右翼による「テ
ロ、ゲリラ」事件
検挙件数・検挙
人員(注５)

【事例１】
　27年７月、オウム真理教上祐派出家信者１人を、観光庁長官等の登録を受けずに、
旅行の計画をあらかじめ作成し、ウェブサイト上で告知して旅行者を募集するととも
に、長野県内の宿泊施設と宿泊計画を締結した上、旅行参加者から報酬を得て旅行
業を営んだとして、旅行業法違反（無登録営業）で検挙した（警視庁）。

【事例２】
　27年９月、中核派（党中央）系全学連活動家計４人を、被害者である同派系全学連
活動家を同派活動拠点施設内に監禁し、身の危険を感じた被害者が同施設屋上から
逃走することを余儀なくさせ、同施設から転落した際に傷害を負わせたとして、監禁致
傷罪で逮捕した（警視庁）。

達成状況：△ 達成目標 　主要警備対象勢力による違法事案の取締りを推進する。

注３：　警備犯罪を行い、又は行うおそれのある主要な対象

海上保安庁と
の共同訓練
（回）

基準参考指標②

参考指標

注６：　「入管法違反送致件数・送致人員」は、日本人が被疑者である事件を含む。
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達成状況の分析

　28年６月17日に開催した第32回警察庁政策評価研究会において有識者の意見を聴取した上で作成し
た。

○　「治安の回顧と展望（平成27年版）」（28年３月警察庁警備局）

各行政機関
共通区分

○：相当程度進展あり

目標の達成状況

　業績指標①については、27年度中、国内における重大テロ事案等の発生がなかった
ことから、目標を達成した。
　業績指標②については、27年度中、各警衛・警護警備において警備対象の安全が
確保されたことから、目標を達成した。
　業績指標③については、27年度中、オウム真理教に係る事件、極左暴力集団に係る
事件及び右翼関係事件の取締り件数及び検挙人数が減少したことから、目標の達成
が十分とは言い難い。
　したがって、目標の達成状況については、「相当程度進展あり」と認められる。

判断根拠

　業績指標①については、上記の「業績目標達成のために行った施策」のうち、自衛隊・海上保安庁との共
同訓練 等を積極的に実施するなどの取組により、対処態勢の強化を図ったことが、目標の達成に有効に寄
与したと考えられる。
　業績指標②については、上記の「業績目標達成のために行った施策」のうち、情勢に応じた的確な警戒
警備、警衛・警護を実施したことが、目標の達成に有効に寄与したと考えられる。
　業績指標③については、上記の「業績目標達成のために行った施策」のうち、主要警備対象勢力の違法
事案に対する取締り等を実施したものの、検挙件数及び検挙人数を増やすことができなかった。

目標の見直しの
方向性

【業績目標、業績指標②・③及び達成目標】
　今後も、国の公安の維持を目指すため、重大テロ事案等の未然防止等が必要であ
ることから、引き続き、現在の業績目標等を28年度の業績目標等として設定する。
【業績指標①】
　近年、我が国において重大テロ事案等の発生はなく、重大テロ事案等の発生の有無
や発生件数の推移から業績目標の達成度合いを適切に測定することは困難であるた
め、28年度からは、重大テロ事案等の発生件数は業績指標とはせずに参考指標とす
る。

評価結果の政策
への反映の方向性

【引き続き推進】
　引き続き、情勢に応じた適時・適切な警戒警備、大規模警衛・警護警備等の実施、
関係機関との連携強化及び各種訓練の徹底による的確な警備措置を推進するととも
に、主要警備対象勢力に対する的確な対処により、公安及び国益を害する犯罪の取
締りを的確に実施する。
　また、引き続き、これらの警備措置や事案対処に当たる部隊等の装備資機材や体制
の充実強化を図り、その対処能力の更なる向上に努める。

目標の達成状況
及びその分析を踏ま
えた総括

27年４月から28年３月までの間政策所管課 警備企画課、公安課、警備課、外事課 政策評価実施時期

○　重要施設の警戒警備【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、49　千葉県警察成田国際空港警備隊
費、50　情報収集・分析機能の強化等、51　皇宮警察本部】
　厳しい国際テロ情勢を踏まえ、原子力関連施設、首相官邸等の我が国の重要施設、米国関係施設、鉄
道等の公共交通機関等の警戒警備を適切に実施した。

○　重大テロ事案等対処に係る各種訓練【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、50　情報収集・分析機能
の強化等】
　重大テロ事案等の発生に際し、迅速かつ的確な対処を行い、被害の最小化を図るため、各種訓練を実施
した。

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

学識経験を有する者の知
見の活用

○　不法滞在者等の取締り等【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、50　情報収集・分析機能の強化等】
　合同摘発や情報交換等、法務省入国管理局等の関係機関との連携を強化し、不法滞在者等の取締りを
推進した。

○　主要警備対象勢力による違法事案の取締り等【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、50　情報収集・
分析機能の強化等】
　極左暴力集団、右翼等の主要警備対象勢力による組織的違法行為等各種違法事案の取締りを推進し
た。

○　関係機関との情報交換等の連携【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、50　情報収集・分析機能の
強化等】
　重大テロ事案等対処に係る内閣官房等関係機関との情報交換を行うなど、緊密な連携を図った。

○　大規模警衛・警護警備【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、50　情報収集・分析機能の強化等、51
皇宮警察本部】
　その時々の警備事象や情勢等に応じ、適切な警備体制を確立し、的確に警衛・警護警備を実施した。

評
価
の
結
果

業績目標達成のために
行った施策
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実績

22年度 25年度 26年度 27年度

8 7（注２） 8 8

達成状況：◎

達成状況：◎

達成目標 　重大事案発生に際し、被害の最小化に向けた災害警備活動を推進する。

23年度

＜9,773,369＞

24年度

　的確な警備措置を講ずることにより、大規模自然災害等の重大事案発生に伴う被害の最小化等を図る。

【事例２】
　27年９月、関東・東北豪雨の発生に際し、茨城県警察では、13都県警察から、広域緊急援助隊
等延べ約3,000人の派遣を受け、被害情報の収集、被災者の救出救助、浸水区域内の安否確認
等を実施した。

【事例１】
　27年11月、中国・四国管区広域緊急援助隊等は、香川県消防学校において、大規模災害の発
生を想定した被災者の救出救助、緊急交通路確保、遺体取扱訓練等の各種訓練を実施した。本
訓練については、事前に現場の状況等を一切示さないブラインド方式を採用し、また、消防、自衛
隊、DMAT等の関係機関が参加し、情報共有や救出救助に関する連携強化を図った。

＜43,059,215＞

項目

（28年４月警備課作成）

178,641

【事例１】
　27年５月、鹿児島県における口永良部島の噴火災害の発生に際し、鹿児島県警察では、機動
隊、管区機動隊、屋久島警察署員等を口永良部諸島へ派遣し、住民の避難誘導、ヘリコプター
等による情報収集・警戒、住民避難後の警戒等を実施した。

　大規模自然災害等の重大事案への的確な対処

143,642

＜13,567,467＞ ＜12,116,438＞

執行額（千円）
11,936,823 12,697,089

＜147,774,059＞ ＜116,879,296＞

＜10,680,342＞

【事例３】
　27年度においては、平成27年９月関東・東北豪雨に際し、関係省庁災害対策会議等の場を通じ
て、内閣官房、内閣府、消防庁等関係機関との間で緊密に連携し、情報の共有を図った。

＜112,061,442＞ ＜110,699,410＞ ＜116,981,772＞

99,225 88,231

＜125,096,438＞

繰越し等（c）

災害警備活動の実
施状況（事例）

129,898

平成27年度実績評価書

基本目標 　国の公安の維持

基本目標５　業績目標２

業績指標

8

注１：　東日本大震災により東北管区での訓練が中止となった。
注２：　大雨対応により中部管区での訓練が中止となった。

22～26年度
（平均）

7（注１）

　各種実戦的訓練の実施及び関係機関との連携により、大規模自然災害等の
重大事案への的確な対処に向けた取組を推進する。

8

【事例２】
 　28年１月、広域緊急援助隊等の救出救助能力の向上を図るため、部隊の救出救助能力のレ
ベルに応じた体系的・段階的な訓練が可能となる災害警備訓練施設を近畿管区警察学校内に整
備した。

広域緊急援助隊合同訓
練の実施回数（回）

実績

業績目標

業績目標の説明

業績指標① 基準

達成目標

○　第190回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説（28年１月）
　二　地方創生への挑戦

○　「防災基本計画」（28年２月中央防災会議決定）
   我が国の国土は，地震，津波，暴風，竜巻，豪雨，地滑り，洪水，崖崩れ，土石流，高潮，火山噴火，豪雪など極め
て多種の自然災害が発生しやすい自然条件下に位置する。また，社会・産業の高度化，複雑化，多様化に伴い，海
上災害，航空災害，鉄道災害，道路災害，原子力災害，危険物等災害，大規模な火事災害，林野火災など大規模な
事故による被害（事故災害）についても防災対策の一層の充実強化が求められている。

大規模自然災害等
の重大事案への対
処に係る各種訓練
の実施状況及び関
係機関との連携状
況（各種訓練の実
施件数及び事例）

基本目標に関係する
予算額・執行額等

※　上段には警備警察費及び皇宮警察本部費（うち護衛・警備に必要な経費）を、下段には複数の基本目標に係る共通経費を、それぞれ計上した（基本目
標５・業績目標１の再掲）。

業績指標②

区分 25年度 26年度 27年度 28年度

12,917,480 13,011,035

合計（a＋b＋c）
12,196,464 12,901,153

＜168,688,124＞ ＜133,496,190＞

予算の
状況

（千円）

当初予算（a）
11,918,598 12,683,024

補正予算（b）

業績目標に関係する内閣
の重要政策（施政方針演
説等のうち主なもの）
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22年 25年 26年 27年

17,241 28,940 67,819 24,507

計 地震 計

1 1 3

0 15,896 16,002

0 2,562 2,579

35 6,303 7,029

63 3,531,908 3,569,380

計 地震 計

2 2 3

5 0 47

0 0 4

314 63 378

308

5,592 615 16,961

計 地震 計

2 3 4

12 0 9

2 0 0

427 21 362

33

14,485 98 20,598

御嶽山噴
火（９月）

984

80

 

26年度

広島土砂災
害（８月）

9,077

190

長野北部地震（11
月）

226

36

27年度

関東東北豪雨（９月）

971

145

22～26年
（平均）

18,736

台風

23年

3,579,211

地震 台風

1

0

0行方不明者（人）

0

17

726

37,472

27

項目

○  重大事案対処に係る各種訓練【行政事業レビュー対象事業：48　焦点】
　 災害の発生に際し、迅速かつ的確な対処を行い被害の最小化を実現するため、全国の都道府県警察において各
種実戦的訓練を実施した。

平均出動人員数（人）

件数（件）(注５)

人的
被害

5,223

2,612

27年

死者（人）

3

件数（件）(注５)

九州北部豪雨（７月）等

○　大規模災害対策用資機材の整備【行政事業レビュー対象事業：48　焦点】
　大規模災害発生時に対処に当たる広域緊急援助隊等の装備資機材等を充実させるなど、大規模災害対処能力を
充実強化した。

参考指標②

（28年４月警備課作成）

（28年４月警備課作成）

人的
被害

2

0

広島県梅雨前線
による大雨（７月）

※　地震の欄の数値には、地震によって発生した津波に係る数値も含む。

1

341

参考指標①

106

20,500

0 2

0

0

広域緊急援助隊人員（人） 1476,249

東日本大震災（３月）出動事案

71

注５：　件数は、警察庁において警備連絡室以上の警備本部等を設置した数

286

負傷者（人）

注６：　「災害警備活動に伴う警察官の出動人員数」の注釈を参照

328

278

○　関係機関との情報交換等の連携【行政事業レビュー対象事業：48　焦点】
　 大規模自然災害発生時の対処等について、内閣官房、内閣府等関係機関との情報交換を行うなど、緊密な連携を
図った。

注７：　数字は広域緊急援助隊人員の内数

22年

警察官の出動人員数
（人）(注３、注４)

項目

24年度

特別救助班人員（人）（注７）

項目

25年

23年

項目

死者（人）
人的
被害

4

（28年４月警備課作成）

延べ出動人員数（人）（注６）

負傷者（人）

2 47

63

24年 25年

平均出動人員数（人）

地震

8

業績目標達成のために
行った施策

台風第12号（９月）

広域緊急援助隊及
び広域緊急援助隊
特別救助班の事案
ごとの出動延べ人
員

○　災害警備活動【行政事業レビュー対象事業：48　焦点】
　災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、被害の拡大を防止するため、関係都道府県警察においては、所
要の体制を確立して各種災害警備活動を実施した。

参考指標

23,893

0

７月26日からの大雨
（７月）等

広域緊急援助隊人員（人）

項目

災害種別ごとの発
生件数、警察官の
平均出動人員及び
延べ出動人員

負傷者（人）

台風

2,957

注４：　年をまたぐ出動については、災害が発生した年に人員を計上（東日本大震災における出動人員は、地震及び津波が発生
した23年に計上）

0

26年

行方不明者（人）

台風地震

死者（人）

注３：　台風、大雨、強風、高潮、地震、噴火及び津波による被害発生に伴い災害警備活動に従事した都道府県警察の警察官
（現場臨場したものに限る）の延べ数

件数（件）(注５)

行方不明者（人）

1

743,421

災害警備活動に伴
う警察官の出動人
員数

36

特別救助班人員（人）（注７）

出動事案

204

21

25年度

22年度

315

0

11,528

484

平均出動人員数（人）

16,346369

1,479

延べ出動人員数（人）（注６）

2

項目

延べ出動人員数（人）（注６）

23年度

台風

0

台風

90

99

02

12

1548
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達成状況の分析

学識経験を有する者の知
見の活用

政策所管課

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

　28年６月17日に開催した第32回警察庁政策評価研究会において有識者の意見を聴取した上で作成した。

27年４月から28年３月までの間

○　「治安の回顧と展望（平成27年版）」（28年３月警察庁警備局）

　警備課 政策評価実施時期

評
価
の
結
果

目標の見直しの
方向性

目標の達成状況
及びその分析を踏ま
えた総括

各行政機関
共通区分

　◎：目標達成

目標の達成状況

　業績指標①については、27年度中、広域緊急援助隊合同訓練を実施するとともに、各種実戦
的訓練及び関係機関との連携を行った事例もあることから、目標を達成した。
　業績指標②については、現在も東日本大震災に伴う災害警備活動を継続しているほか、平成
27年９月関東東北豪雨等の発生時には、所要の体制を確立して災害警備活動に当たったことか
ら、目標を達成した。
　したがって、目標の達成状況については、「目標達成」と認められる。

判断根拠

　業績指標①については、上記の「業績目標達成のために行った施策」のうち、大規模災害対策用資機材の整備、関
係機関との連携、重大事案対処に係る各種訓練等の取組が、目標の達成に有効に寄与したと考えられる。
　業績指標②については、上記の「業績目標達成のために行った施策」のうち、平素から装備資機材の整備、各種訓
練及び関係機関との連携により重大事案への対処能力の強化を図り、災害発生時には所要の体制を確立して的確
な災害警備活動を実施したことが、目標の達成に有効に寄与したと考えられる。

【業績目標、業績指標及び達成目標】
　今後も、国の公安の維持を目指すため、大規模自然災害等の重大事案への的確な対処に向け
た取組の推進等が必要であることから、引き続き、現在の業績目標等を28年度の業績目標等と
して設定する。

【引き続き推進】
　引き続き、関係機関との連携強化及び各種訓練の徹底による的確な警備措置を推進するととも
に、東日本大震災を踏まえ、警察では津波災害対策、原子力災害対策等を始めとした危機管理
体制の再構築・強化等を推進するなど、不断の見直しを行っており、大規模自然災害等の重大事
案発生時に必要な装備資機材や体制を強化する。

評価結果の政策へ
の反映の方向性
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平成27年度実績評価書

基本目標 　国の公安の維持

  対日有害活動、国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処

  諜報事案、拉致容疑事案、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事案、国際テロ等に係る国内外の情報
収集・分析機能を強化することにより、対日有害活動、国際テロ等の未然防止を図るとともに、これら事案
に的確に対処する。

業績目標

業績目標の説明

基本目標５　業績目標３

○　第190回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説（28年１月）
  ４　より良い世界への挑戦

実績業績指標①

業績指標② 実績

達成目標

　国内外の機関との情報交換を始めとした関係機関との連携を強化
する。

○　「「世界一安全な日本」創造戦略」（25年12月10日閣議決定）
　　　２　Ｇ８サミット、オリンピック等を見据えたテロ対策・カウンターインテリジェンス等

　外事情報部長によるハイレベルかつ緊密な情報交換及び実務担当者による情報交
換等を積極的に実施し、従来以上に外国治安情報機関等との緊密な連携が図られ
た。
　また、27年11月にニュージーランドの主催によりウェリントンで実施されたＰＳＩ阻止
訓練へ参加したほか、27年10月には、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）と「国際
テロ対策セミナー」を共催し、世界各国のテロ対策実務担当者に対して国際テロ対策
に関するノウハウを提供するなど、国際的な取組に積極的に参加した。
　加えて、財務省関税局との共催による、都道府県警察と地方税関との意見交換会
議の開催、経済産業省との共催による、都道府県警察の捜査員を対象とした研修会
の開催等、関係機関との緊密な連携を図った。

国内外の関係機関
との情報交換等の
連携状況（事例）

国際テロの発生件
数

達成状況：◎ 　国際テロを未然に防止する。

達成目標

業績指標

88,231

補正予算（b）
178,641 129,898

＜125,096,438＞

達成状況：◎

　外事情報部長による外国治安情報機関等とのハイレベルかつ緊密な情報交換、内
閣情報会議、合同情報会議等における関係機関に対する情報の提供等により、国内
外の関係機関との連携を強化し、テロ関連情報の収集・分析を強化した。
　また、テロリスト等の入国及び銃器・爆発物等の持込みを防ぐため、入国管理局、
税関等の関係省庁と連携し、国際海空港における水際対策を実施した。
　さらに、爆発物の原料となり得る化学物質の販売事業者及び旅館業者等、テロリス
トがテロの準備段階において利用する可能性のある施設等の管理者に対し、不審情
報の即報等の協力を要請した。
　その結果、我が国において国際テロの発生はなかった。

＜13,567,467＞ ＜12,116,438＞

＜147,774,059＞

※　上段には警備警察費及び皇宮警察本部費（うち護衛・警備に必要な経費）を、下段には複数の基本目標に係る共通経費を、それぞれ計
上した（基本目標５・業績目標１の再掲）。

○　「邦人殺害テロ事件等を受けたテロ対策の強化について」（27年5月29日国際組織犯罪等・国際テロ対
策推進本部決定）
　　１　情報収集・分析の強化
　　６　テロ対策協力のための国際協力の推進
　　(3)　二国間・多国間の枠組みを通じたテロ対策の強化

○　「パリにおける連続テロ事案等を受けたテロ対策の強化・加速化等について」（27年12月４日国際組織
犯罪等・国際テロ対策推進本部決定）
　Ⅰ　各種テロ対策の強化・加速化
　　　　１　情報収集・分析等の強化
　　　　６　テロ対策協力のための国際協力の推進

当初予算（a）
11,918,598 12,683,024 12,917,480

＜112,061,442＞ ＜110,699,410＞ ＜116,981,772＞

13,011,035

業績目標に関係する内閣
の重要政策（施政方針演
説等のうち主なもの）

143,642

＜9,773,369＞

繰越し等（c）
99,225

＜43,059,215＞

合計（a＋b＋c）
12,196,464

＜168,688,124＞

執行額（千円）
11,936,823

＜10,680,342＞

12,901,153

＜133,496,190＞

12,697,089

＜116,879,296＞

基本目標に関係する
予算額・執行額等

区分 25年度 26年度 27年度 28年度

予算の
状況

（千円）
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達成状況の分析

　業績指標①については、上記の「業績目標達成のために行った施策」のうち、内閣情報会議等における
情報の提供等が、目標の達成に有効に寄与したと考えられる。
　業績指標②については、上記の「業績目標達成のために行った施策」のうち、国内関係機関・外国治安
情報機関等との情報交換等により、テロ関連情報の収集・分析能力を強化したことが、目標の達成に有効
に寄与したと考えられる。
　業績指標③については、上記の「業績目標達成のために行った施策」のうち、国内関係機関・外国治安
情報機関等との情報交換や、情報収集・分析機能の強化等により、違法行為の取締りを推進したことが、
目標の達成におおむね有効に寄与したと考えられる。

【事例１】
　北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案の真相解明に向けた取組を更に強
化するため、外事情報部外事課に設置した「特別指導班」が都道府県警察に対する
巡回指導を実施したほか、広く情報提供を求めるために都道府県警察及び警察庁の
ウェブサイトに掲載している事案の概要等を更新した。その結果、国内で生存してい
た４人を発見し、拉致の可能性を排除した。

　北朝鮮による拉致容疑事案、大量破壊兵器関連物資等の不正輸
出事案等対日有害活動に対する取組を推進する。

　北朝鮮による拉致容疑事案等について捜査・調査を推進するとともに、27年度中、
戦後53件目となる北朝鮮工作員事件（朝鮮国籍の男による詐欺事件）を検挙したほ
か、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事件を３件、対北朝鮮措置に係る違法行
為を２件検挙するなど、対日有害活動に的確に対処した。

○　官邸、関係機関等との連携【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、50　情報収集・分析機能の強化
等、52　ラヂオプレスニュース速報受信】
　内閣情報会議、合同情報会議等において、官邸、内閣官房等に対し政府の意思決定に資する情報の提
供を行った。

○　外国治安情報機関等との情報交換【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、50　情報収集・分析機能
の強化等、52　ラヂオプレスニュース速報受信】
　外事情報部長による外国治安情報機関等とのハイレベルかつ緊密な情報交換等に加え、実務担当者に
よる情報交換等を実施した。

各行政機関
共通区分

○：相当程度進展あり

北朝鮮による拉致
容疑事案、大量破
壊兵器関連物資等
の不正輸出事案等
対日有害活動に係
る事案への取組状
況（事例）

　業績指標①については、27年度中、国内外の関係機関との情報交換等の連携が
強化されたことから、目標を達成した。
　業績指標②については、27年度中、国際テロを未然に防止したことから、目標を達
成した。
　業績指標③については、27年度中、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事
案の真相解明に向けた取組を一層強化するとともに、大量破壊兵器関連物資等の不
正輸出に係る事案についての捜査を推進し、同違反事件を３件検挙した。また、ＰＳＩ
阻止訓練等の国際的な取組に積極的に参加したほか、対イラン措置に係る違法行為
の検挙に至らなかった一方、対北朝鮮措置に係る違法行為２件を検挙したことから、
目標をおおむね達成した。
　したがって、業績目標については、「相当程度進展あり」と認められる。

判断根拠

【引き続き推進】
　引き続き、情報収集・分析体制の強化及び国内外の関係機関との情報交換を図
る。

評価結果の政策
への反映の方向性

目標の見直しの
方向性

【業績目標、業績指標①・③及び達成目標】
　今後も、国の公安の維持を目指すため、関係機関等との連携の強化等が必要であ
ることから、引き続き、現在の業績目標等を28年度の業績目標等として設定する。
【業績指標②】
  近年、我が国において国際テロの発生はなく、国際テロの発生の有無や発生件数
の推移から業績目標の達成度合いを適切に測定することは困難であるため、28年度
からは、国際テロの発生件数は業績指標とはせずに参考指標とする。

達成目標

学識経験を有する者の知
見の活用

業績目標達成のために
行った施策

参考指標・参考事例

目標の達成状況

評
価
の
結
果

目標の達成状況
及びその分析を踏ま
えた総括

○　情報収集・分析機能の強化【行政事業レビュー対象事業：48　焦点、50　情報収集・分析機能の強化
等、52　ラヂオプレスニュース速報受信、53　国際テロ対策データベースシステム、54　国際テロ捜査情報
分析支援装置維持費】
　外事課及び国際テロリズム対策課において、所要の増員措置等を講じることにより、対日有害活動や国
際テロ等に関連する情報の収集・分析体制の強化を図った。

　28年６月17日に開催した第32回警察庁政策評価研究会において有識者の意見を聴取した上で作成し
た。

業績指標③ 実績

【事例２】
 　北朝鮮を仕向地とする全ての貨物の輸出についての輸出禁止措置がとられていた
にもかかわらず、26年１月、日用品等を、経済産業大臣の承認を受けないで、シンガ
ポール及び中国・大連を経由して北朝鮮に輸出したとして、28年２月、会社役員を外
国為替及び外国貿易法違反（無承認輸出）で逮捕するとともに、25年10月、厨房用品
を、経済産業大臣の承認を受けないで、シンガポールを経由して北朝鮮に輸出したと
して、28年３月、同役員を再逮捕した（京都・山口・島根・神奈川）。

達成状況：○

なし
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政策所管課

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

27年４月から28年３月までの間　外事課、国際テロリズム対策課 政策評価実施時期

○　「治安の回顧と展望（平成27年版）」（28年3月警察庁警備局）
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